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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成２８年１月２１日（平成２８年（行情）諮問第３７号） 

答申日：平成２８年７月２８日（平成２８年度（行情）答申第２３４号） 

事件名：個人番号カードを国家公務員の身分証明書として用いることに関する

起案文書等の一部開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求につ

き，別紙２に掲げる文書のうち通番２２を除くもの（以下「本件対象文書」

という。）を特定し，一部開示した決定については，「世界最先端ＩＴ国家

創造宣言の変更について」（平成２６年６月２４日閣議決定）の閣議請議

に係る起案文書を対象として，改めて開示決定等をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年１１月２日付け閣副第１０

５４号により内閣官房副長官補（以下「処分庁」という。）が行った一部

開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の審査請求の理由は，審査請求書及び意見書によると，おお

むね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

処分を取り消し，マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）その

他の資料（個人番号カードへの各種証明書の統合についての記述が含ま

れるものに限る。以下同じ。）及び構成員から提出された資料に対する

対処方針等（存在する場合に限る。）に係る起案文書（起案用紙を含む。

以下同じ。）並びに創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）の

原案作成及び閣議決定に係る一連の起案文書を特定し，並びにその全部

を開示することとして決定することを求める審査請求を行います。 

（２）意見書 

諮問庁による理由説明書は，審査請求人の意図を誤ったものといえる。

すなわち，審査請求人は当初より起案文書一式を請求の対象としていた

ところ，起案文書一式の含むところには当然起案用紙があるものであっ

て，本件審査請求人の趣意はまさにこの点を指摘したものであるから，

理由説明書の論旨は採用を得ない。 
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第３ 諮問庁の説明の要旨 

諮問庁の説明は，理由説明書によると，おおむね以下のとおりである。 

１ 本件審査請求の趣旨について 

本件は，審査請求人が行った「個人番号カードを国家公務員の身分証明

書として用いることに関する次の文書，（１）本件に係る起案文書一式，

（２）各府省又はその部局に対して通知を行っている場合は，かかる起案

文書一式，（３）各府省における実施スケジュールに係る一切の文書，（４）

本件の検討開始経緯に関する文書一式，（５）本件の実施による利害に関

する検討資料，（６）前各号に掲げる文書のほか，国家公務員の身分証明

書として個人番号カードを用いることに関する一切の検討資料，（７）前

各号に掲げる文書におよそ関連する一切の文書であって，未公表であるも

の」との行政文書開示請求に対して，処分庁において，本件対象文書を示

し，その一部を法５条４号及び５号に該当することを理由に原処分を行っ

たところ，審査請求人から文書の特定が不足していることを理由に，原処

分の取消しを求めて審査請求が提起されたものである。 

２ 本件対象文書 

本件対象文書は，原処分の行政文書一覧（添付省略）で示した６８点で

ある。 

３ 原処分の妥当性について 

本件対象文書は，「平成２７年９月２９日付け行政文書の開示請求（平

成２７年１０月１日付け受付）」（以下「原請求」という。）に基づき，個

人番号カードを国家公務員の身分証明書として用いることに関する該当文

書を特定したものであり，原処分に記す行政文書一覧に不足はない。 

なお，「（５）本件の実施による利害に関する検討資料」に関する対象文

書については，作成及び取得しておらず保有していない。また，「（６）前

各号に掲げる文書のほか，国家公務員の身分証明書として個人番号カード

を用いることに関する一切の検討資料」に関する対象文書については，国

家公務員身分証のセキュリティに関する情報が記載されており，公にする

ことにより，特定の建造物又はシステムへの不法な侵入，破壊を招くおそ

れがあること，さらに，検討を行った際の情報を公にすることにより，関

係者に対し様々な圧力や不利益等が加えられるばかりでなく，国民の誤解

や憶測を招き，不当に国民の間に混乱を生じさせることになることの理由

により，法５条４号及び５号に基づき不開示としたところ。 

４ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，原処分について「文書の特定が不足している」ことをも

って，「原処分を取り消し」，「マイナンバー等分科会の中間とりまとめ

（案）その他の資料（個人番号カードへの各種証明書の統合についての記

述が含まれるものに限る。以下同じ。）及び構成員から提出された資料に
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対する対処方針等（存在する場合に限る。）に係る起案文書（起案用紙を

含む。以下同じ。）並びに創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）

の原案作成及び閣議決定に係る一連の起案文書を特定し，並びにその全部

を開示すること」と述べ，原処分の取消しと原処分で対象とした文書とは

異なる文書の開示を求めている。 

原処分の行政文書一覧に示されておらず，かつ，審査請求人が特定不足

として追加で請求している資料としては，以下①～③の文書が想定される。 

① マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）その他の資料(個人番

号カードへの各種証明書の統合についての記述が含まれるものに限る。

以下同じ。) 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部のホームページに掲載さ

れている，次のア～エの文書が想定される。 

ア 第６回マイナンバー等分科会配布資料（参考資料１－１「マイナン

バー等分科会 中間とりまとめの概要」，参考資料１－２「マイナン

バー等分科会 中間とりまとめ」，参考資料１－３「マイナンバー制

度の導入により効率的で利便性の高い電子サービスの実現（ロードマ

ップ）」） 

イ 第５回マイナンバー等分科会配布資料（資料１「ＩＴ総合戦略本部

新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会中間とりまとめ（案）」，

資料４「中間とりまとめ（案）に関する意見」，参考資料１「マイナ

ンバー等分科会 中間とりまとめ（案）の概要」，参考資料２「構成

員からの主な意見及び中間取りまとめの方向性について（案）」） 

ウ 第４回マイナンバー等分科会配布資料（資料１「構成員からの主な

意見及び中間取りまとめの方向性（案）」，資料３「中間とりまとめの

方向性（案）について～基礎自治体の視点から～」，参考資料１「第

１～３回分科会における構成員からの主な意見」） 

エ 第３回マイナンバー等分科会配布資料（参考資料１「第１，２回分

科会における構成員からの主な意見」），第２回マイナンバー等分科会

配布資料（資料４「個人番号カードの利活用に向けて」，資料５「マ

イナンバーとマイナンバーカードの医療分野での活用イメージ」）。 

しかしながら，上述ア～エの文書は，原請求の「（７）前各号に掲げ

る文書におよそ関連する一切の文書であって，未公表であるもの」のう

ち，「（７）前各号に掲げる文書におよそ関連する一切の文書」ではある

ものの，公開文書であることから「未公表であるもの」に該当しないた

め，原請求の対象とはならない。 

② 構成員から提出された資料に対する対処方針等（存在する場合に限

る。）に係る起案文書（起案用紙を含む。以下同じ。） 

上述②の文書は，作成及び取得していないため，存在しない。 
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③ 創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）の原案作成及び閣

議決定に係る一連の起案文書 

上述③の「創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）」は，原

処分の行政文書一覧で既に示している「（１）－１＿創造宣言２０１４」

及び「（４）－１＿創造宣言２０１４」と同じ文書であり，原請求の

「（１）本件に係る起案文書一式」及び「（４）本件の検討開始経緯に関

する文書一式」に該当する文書として既に特定しているところである。 

「（１）－１＿創造宣言２０１４」は，原請求の「（１）本件に係る起

案文書一式」のうち，個人番号カードを国家公務員の身分証明書として

用いるために必要な「共通発行管理システム」，「互換性検証」，「工程管

理支援」及び「入退館アプリケーション」の調達に関する起案文書とし

て特定した「（１）－５＿Ｈ２６随意契約一覧－個人番号カードアプリ

ケーション搭載システム設計」，「（１）－６＿共通発行管理システム－

入札説明書及び仕様書」，「（１）－７＿互換性検証－入札説明書及び仕

様書」，「（１）－８＿工程管理支援＿入札説明書及び仕様書」及び「（１）

－９＿入退館アプリケーション＿入札説明書及び仕様書」を起案する上

での根拠となる文書として特定したものである。また，「（４）－１＿創

造宣言２０１４」は，「（４）本件の検討開始経緯に関する文書一式」の

うち，個人番号カードを国家公務員の身分証明書として用いることに関

する検討開始経緯に関する文書として特定した「（４）－３＿２０１４

－１１１１＿マイナンバー等分科会 中間とりまとめの概要」及び

「（４）－４＿２０１４－１１１１＿マイナンバー等分科会 中間とり

まとめ」の検討開始の根拠となる文書として特定したものである。 

よって，「（１）本件に係る起案文書一式」及び「（４）本件の検討開

始経緯に関する文書一式」の根拠となる文書である「（１）－１＿創造

宣言２０１４」及び「（４）－１＿創造宣言２０１４」の「原案作成及

び閣議決定に係る一連の起案文書」，すなわち，「③創造宣言（平成２６

年に変更されたものをいう。）の原案作成及び閣議決定に係る一連の起

案文書」は，原請求における「（１）本件に係る起案文書一式」及び

「（４）本件の検討開始経緯に関する文書一式」そのものには該当しな

いため，原請求の対象として特定される文書ではない。 

５ 結語 

以上のとおり，原処分における請求文書の特定は十分なものであり，原

処分において対象文書とした決定は妥当であることから，原処分は維持さ

れるべきである。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年１月２１日   諮問の受理 
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② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年２月１１日      審査請求人から意見書を収受 

   ④ 同年７月１９日      審議 

   ⑤ 同月２６日        審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，別紙１に掲げる本件請求文書の開示を求めるものであ

る。 

これに対し，処分庁は，本件請求文書（５）に該当する文書については，

作成及び取得しておらず保有していないとして不開示とし，その余の本件

請求文書に該当する文書として，別紙２に掲げる文書（本件請求文書（５）

に該当する文書（通番２２）を除く。）を特定し，その一部を，法５条４

号及び５号に該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，文書の特定が不足しているとして原処分の

取消しを求めているが，諮問庁は，原処分を妥当としていることから，以

下，文書の特定の妥当性について検討する。 

２ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求書の記載の要旨 

原処分を取り消し，マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）そ

の他の資料（個人番号カードへの各種証明書の統合についての記述が含

まれるものに限る。）及び構成員から提出された資料に対する対処方針

等（存在する場合に限る。）に係る起案文書（起案用紙を含む。）並び

に創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）の原案作成及び閣

議決定に係る一連の起案文書を特定し，その全部を開示することとして

決定することを求める。 

（２）意見書の記載の要旨 

諮問庁による理由説明書は，審査請求人の意図を誤ったものといえる。

すなわち，審査請求人は当初より起案文書一式を請求の対象としていた

ところ，起案文書一式の含むところには当然起案用紙があるものであっ

て，本件審査請求人の趣意は正にこの点を指摘したものであるから，理

由説明書の論旨は採用を得ない。 

（３）検討 

ア 諮問庁は，理由説明書において，上記（１）の審査請求書の記載を

踏まえ，審査請求人が， 

① マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）その他の資料

（個人番号カードへの各種証明書の統合についての記述が含まれる

ものに限る。） 

② 構成員から提出された資料に対する対処方針等（存在する場合
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に限る。）に係る起案文書（起案用紙を含む。） 

③ 創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）の原案作成

及び閣議決定に係る一連の起案文書 

の３つの文書の特定を争っていると解し，説明を行っていると考え

られるところ，審査請求書の記載内容からすると，諮問庁がそのよ

うに解したこと自体，必ずしも問題があるとまではいえない。 

イ しかしながら，審査請求人の主張に不合理な点があるわけでもない

ことから，このうち，上記アの①については，審査請求人が特定を求

めているのは，「マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）その

他の資料（個人番号カードへの各種証明書の統合についての記述が含

まれるものに限る。）」「に係る起案文書（起案用紙を含む。）」と

解することが適当であると考えられる。 

ウ そこで，以上の検討を前提に，審査請求人が特定を求める文書ごと

に文書の特定の妥当性を検討する。 

３ 文書の特定の妥当性について 

（１）マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）その他の資料（個人番

号カードへの各種証明書の統合についての記述が含まれるものに限る。）

に係る起案文書（起案用紙を含む。）について 

  ア 諮問庁の説明の要旨 

（ア）「マイナンバー等分科会の中間とりまとめ（案）その他の資料

（個人番号カードへの各種証明書の統合についての記述が含まれる

ものに限る。）」としては，高度情報通信ネットワーク社会推進戦

略本部（ＩＴ総合戦略本部）のホームページに掲載されている，次

のａないしｄの文書が想定される。 

ａ 第６回マイナンバー等分科会配布資料（参考資料１－１「マイ

ナンバー等分科会 中間とりまとめの概要」，参考資料１－２

「マイナンバー等分科会 中間とりまとめ」，参考資料１－３

「マイナンバー制度の導入により効率的で利便性の高い電子サー

ビスの実現（ロードマップ）」） 

ｂ 第５回マイナンバー等分科会配布資料（資料１「ＩＴ総合戦

略本部新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会中間とりま

とめ（案）」，資料４「中間とりまとめ(案)に関する意見」，

参考資料１「マイナンバー等分科会 中間とりまとめ（案）の

概要」，参考資料２「構成員からの主な意見及び中間取りまと

めの方向性について（案）」） 

ｃ 第４回マイナンバー等分科会配布資料（資料１「構成員から

の主な意見及び中間取りまとめの方向性（案）」，資料３「中

間とりまとめの方向性（案）について～基礎自治体の視点から



 

7 

 

～」，参考資料１「第１～３回分科会における構成員からの主

な意見」） 

ｄ 第３回マイナンバー等分科会配布資料（参考資料１「第１，

２回分科会における構成員からの主な意見」），第２回マイナ

ンバー等分科会配布資料（資料４「個人番号カードの利活用に

向けて」，資料５「マイナンバーとマイナンバーカードの医療

分野での活用イメージ」） 

（イ）しかしながら，上記（ア）ａないしｄの文書は，原請求の「（７）

前各号に掲げる文書におよそ関連する一切の文書であって，未公表

であるもの」のうち，「（７）前各号に掲げる文書におよそ関連す

る一切の文書」ではあるものの，公開文書であることから「未公表

であるもの」に該当しないため，原請求の対象とはならない。 

  イ 検討 

（ア）まず，標記文書に該当する文書について，当審査会において確認

したところ，上記ア（ア）ａないしｄに掲げる文書は，いずれも高

度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部）の

ホームページで公表されており，その内容は，ＩＴ総合戦略本部新

戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会中間とりまとめに向けた

同分科会の構成員の意見，中間取りまとめの方向性，案及び成案等

であると認められることから，当該文書は，「マイナンバー等分科

会の中間とりまとめ（案）その他の資料」に該当すると認められる。 

（イ）そして，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，

上記ア（ア）ａないしｄに掲げる文書以外に，「個人番号カードへ

の各種証明書の統合についての記述が含まれる」文書は存在しない

とのことであった。 

（ウ）以上を踏まえ，上記ア（ア）ａないしｄに掲げる文書に係る「起

案文書」の有無について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認

させたところ，担当部署において作成・保有しておらず，担当部署

の書庫，共用ドライブも探索したが，その存在を確認できなかった

とのことであり，文書の探索の方法及び範囲にも，特段の問題があ

るとは認められない。 

（エ）したがって，上記ア（ア）ａないしｄに掲げる文書の起案文書，

ひいては標記文書に該当する文書を内閣官房において保有している

とは認められない。 

（２）構成員から提出された資料に対する対処方針等（存在する場合に限

る。）に係る起案文書（起案用紙を含む。）について 

  ア 諮問庁の説明の要旨 

標記文書は，作成及び取得していないため，存在しない。 
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  イ 検討 

（ア）行政文書開示請求書，審査請求書等の記載によれば，審査請求人

は，標記文書について，個人番号カードへの各種証明書の統合に関

するもののうち，個人番号カードを国家公務員の身分証明書として

用いることに関する記述が含まれるものの特定を求めているものと

解される。 

（イ）そこで，上記（ア）を前提として，当審査会事務局職員をして諮

問庁に確認させたところ，まず，標記文書の「構成員から提出され

た資料」に該当するのは，マイナンバー等分科会において，「ＩＴ

総合戦略本部新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会中間とり

まとめ」（平成２６年５月２０日）の案について議論するために同

分科会構成員が配布した資料のうち，「中間とりまとめの方向性

（案）について～基礎自治体の視点から～」（第４回（平成２６年

４月２５日）清原慶子構成員配布。参考資料１中「第４回」分同構

成員資料２枚目「Ⅱ．１．（２）」参照。）のみであるとのことで

あった。 

（ウ）次に，当審査会において，「構成員から提出された資料」に対す

る「対処方針等」に該当する文書の有無について，高度情報通信ネ

ットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部）のホームページ

で公表されている第４回以降のマイナンバー等分科会配布資料並び

に同分科会の上部組織である高度情報通信ネットワーク社会推進戦

略本部及び同本部新戦略推進専門調査会の平成２７年４月２５日以

降の配布資料の内容を確認したが，「清原構成員から提出された資

料に対する対処方針等」に相当する文書の存在は認められなかった。 

その外，「構成員から提出された資料」に対する「対処方針等」

が作成等されたことをうかがわせる特段の事情も認められないこと

から，当該「対処方針等」が作成されたという事実を認めることは

できず，そうすると，当該「対処方針等」に係る「起案文書」につ

いても，同様に考えざるを得ない。 

（エ）念のため，当該「対処方針等」に係る「起案文書」について，当

審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，担当部署の書

庫，共用ドライブも探索したが，その存在を確認できなかったとの

ことであり，文書の探索の方法及び範囲に特段の問題があるとは認

められない。 

（オ）したがって，標記文書に該当する文書は，作成及び取得していな

いため，存在しないとの諮問庁の説明に不自然，不合理な点はなく，

これを覆すに足りる特段の事情も認められない。 

（３）創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。）の原案作成及び閣
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議決定に係る一連の起案文書について 

  ア 諮問庁の説明の要旨 

「創造宣言（平成２６年に変更されたものをいう。以下同じ。）」

は，原処分の行政文書一覧で既に示している「（１）－１＿創造宣

言２０１４」及び「（４）－１＿創造宣言２０１４」と同じ文書で

あり，原請求の「（１）本件に係る起案文書一式」及び「（４）本

件の検討開始経緯に関する文書一式」に該当する文書として既に特

定しているところである。 

「（１）－１＿創造宣言２０１４」は，原請求の「（１）本件に係

る起案文書一式」のうち，個人番号カードを国家公務員の身分証明

書として用いるために必要な「共通発行管理システム」，「互換性

検証」，「工程管理支援」及び「入退館アプリケーション」の調達

に関する起案文書として特定した「（１）－５＿Ｈ２６随意契約一

覧－個人番号カードアプリケーション搭載システム設計」，「（１）

－６＿共通発行管理システム－入札説明書及び仕様書」，「（１）

－７＿互換性検証－入札説明書及び仕様書」，「（１）－８＿工程

管理支援＿入札説明書及び仕様書」及び「（１）－９＿入退館アプ

リケーション－入札説明書及び仕様書」を起案する上での根拠とな

る文書として特定したものである。また，「（４）－１＿創造宣言

２０１４」は，「（４）本件の検討開始経緯に関する文書一式」の

うち，個人番号カードを国家公務員の身分証明書として用いること

に関する検討開始経緯に関する文書として特定した「（４）－３＿

２０１４－１１１１＿マイナンバー等分科会 中間とりまとめの概

要」及び「（４）－４＿２０１４－１１１１＿マイナンバー等分科

会 中間とりまとめ」の検討開始の根拠となる文書として特定した

ものである。 

よって，「（１）本件に係る起案文書一式」及び「（４）本件の検

討開始経緯に関する文書一式」の根拠となる文書である「（１）－

１＿創造宣言２０１４」及び「（４）－１＿創造宣言２０１４」の

「原案作成及び閣議決定に係る一連の起案文書」，すなわち，「創

造宣言の原案作成及び閣議決定に係る一連の起案文書」は，原請求

における「（１）本件に係る起案文書一式」及び「（４）本件の検

討開始経緯に関する文書一式」そのものには該当しないため，原請

求の対象として特定される文書ではない。 

  イ 検討 

（ア）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，「創造宣

言」とは，「世界最先端ＩＴ国家創造宣言の変更について」（平成

２６年６月２４日閣議決定）のことであるとのことであり，上記ア



 

10 

 

の諮問庁の説明は，要するに，上記の「創造宣言」は，本件請求文

書に該当する文書の根拠となる文書にすぎず，本件請求文書そのも

のには該当しないというものである。 

他方，当審査会において上記の「創造宣言」の内容を確認したと

ころ，「創造宣言」には，個人番号カードの国家公務員身分証明書

などとの一体化等に係る記述があると認められることから，「創造

宣言」は「個人番号カードを国家公務員の身分証明書として用いる

ことに関する文書」に該当すると解される。 

（イ）そこで，「創造宣言」の起案文書の保有の有無について，当審査

会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，内閣官房において

「創造宣言」の閣議請議に係る起案文書を保有しているとのことで

あった。 

（ウ）以上を踏まえると，当該起案文書については，本件請求文書（１）

「本件に係る起案文書一式」に該当すると認めるのが相当であるこ

とから，本件対象文書として特定し，改めて開示決定等をすべきで

ある。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，一部開示した決定については，内閣官房において，本件対象文書の外

に開示請求の対象として特定すべき文書として「世界最先端ＩＴ国家創造

宣言の変更について」（平成２６年６月２４日閣議決定）の閣議請議に係

る起案文書を保有していると認められるので，これを対象として，改めて

開示決定等をすべきであると判断した。 

（第１部会）  

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史  
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別紙１ 

 

本件請求文書 

 

個人番号カードを国家公務員の身分証明書として用いることに関する次の文書。 

（１）本件に係る起案文書一式 

（２）各府省又はその部局に対して通知を行っている場合は，かかる起案文書

一式 

（３）各府省における実施スケジュールに係る一切の文書 

（４）本件の検討開始経緯に関する文書一式 

（５）本件の実施による利害に関する検討資料 

（６）前各号に掲げる文書のほか，国家公務員の身分証明書として個人番号カ

ードを用いることに関する一切の検討資料 

（７）前各号に掲げる文書におよそ関連する一切の文書であって，未公表であ

るもの 
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別紙２ 

 

処分庁が特定した文書 

 

通番 

行政文書

に対応す

る請求文

書の付番 

行政文書の名称 
開示実

施頁数 

備考 

（補足説明，

不開示情報及

び根拠） 

１ （１） （１）－１＿創造宣言２０１４ ３９   

２ （１） （１）－２＿創造宣言－工程表２０１４ １１２   

３ （１） （１）－３＿創造宣言２０１５ ４３   

４ （１） （１）－４＿創造宣言－工程表２０１５ １３６   

５ （１） 

（１）－５＿Ｈ２６随意契約一覧－個人

番号カードアプリケーション搭載システ

ム設計 

１６  

６ （１） 
（１）－６＿共通発行管理システム－入

札説明書及び仕様書 
９８   

７ （１） 
（１）－７＿互換性検証－入札説明書及

び仕様書 
４３   

８ （１） 
（１）－８＿工程管理支援＿入札説明書

及び仕様書 
５９   

９ （１） 
（１）－９＿入退館アプリケーション＿

入札説明書及び仕様書 
５４   

１０ （２） 
（２）－１＿２０１５－０３２７＿ＣＩ

Ｏ連絡会議＿資料４－１ 
１   

１１ （２） 
（２）－２＿２０１４－０９０４＿ＣＩ

Ｏ連絡会議＿資料４ 
４   

１２ （２） （２）－３＿創造宣言２０１４ ― 通番１と同じ 

１３ （２） （２）－４＿創造宣言－工程表２０１４ ― 通番２と同じ 

１４ （２） （２）－５＿創造宣言２０１５ ― 通番３と同じ 

１５ （２） （２）－６＿創造宣言－工程表２０１５ ― 通番４と同じ 

１６ （３） 
（３）＿２０１４－０９０４＿ＣＩＯ連

絡会議＿資料４ 
― 

通番１１と同

じ 

１７ （４） （４）－１＿創造宣言２０１４ ― 通番１と同じ 

１８ （４） （４）－２＿創造宣言－工程表２０１４ ― 通番２と同じ 



 

13 

 

１９ （４） 

（４）－３＿２０１４－１１１１＿マイ

ナンバー等分科会 中間とりまとめの概

要 

４   

２０ （４） 
（４）－４＿２０１４－１１１１＿マイ

ナンバー等分科会 中間とりまとめ 
１１   

２１ （４） 
（４）－５＿発行管理システム等に掛か

る費用 
４   

２２ （５） 該当文書なし ― 理由１ 

２３ （６） 

（６）－１＿国家公務員等のＩＣカード

身分証に関する基本仕様－第１．００版

－本文＋別紙 

０ 理由２ 

２４ （６） 
（６）－１－１＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ１ 
０ 理由２ 

２５ （６） 
（６）－１－２＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ２ 
０ 理由２ 

２６ （６） 
（６）－１－３＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ３ 
０ 理由２ 

２７ （６） 
（６）－１－４＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ４ 
０ 理由２ 

２８ （６） 
（６）－１－５＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ５ 
０ 理由２ 

２９ （６） 
（６）－１－６＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ６ 
０ 理由２ 

３０ （６） 
（６）－１－７＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ７ 
０ 理由２ 

３１ （６） 
（６）－１－８＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ８ 
０ 理由２ 

３２ （６） 
（６）－１－９＿国家公務員のＩＣカー

ド身分証に関する基本仕様＿ｒ９ 
０ 理由２ 

３３ （６） 
（６）－１－１０＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１０ 
０ 理由２ 

３４ （６） 
（６）－１－１１＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１１ 
０ 理由２ 

３５ （６） 
（６）－１－１２＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１２ 
０ 理由２ 

３６ （６） 
（６）－１－１３＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１３ 
０ 理由２ 
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３７ （６） 
（６）－１－１４＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１４ 
０ 理由２ 

３８ （６） 
（６）－１－１５＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１５ 
０ 理由２ 

３９ （６） 
（６）－１－１６＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１６ 
０ 理由２ 

４０ （６） 
（６）－１－１７＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１７ 
０ 理由２ 

４１ （６） 
（６）－１－１８＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１８ 
０ 理由２ 

４２ （６） 
（６）－１－１９＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ１９ 
０ 理由２ 

４３ （６） 
（６）－１－２０＿国家公務員のＩＣカ

ード身分証に関する基本仕様＿ｒ２０ 
０ 理由２ 

４４ （６） 

（６)－２＿国家公務員等のＩＣカード身

分証に関する基本仕様－第１．００版－

本文＋別紙 

０ 理由２ 

４５ （６） 
（６）－２－１＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ１ 
０ 理由２ 

４６ （６） 
（６）－２－２＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ２ 
０ 理由２ 

４７ （６） 
（６）－２－３＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ３ 
０ 理由２ 

４８ （６） 
（６）－２－４＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ４ 
０ 理由２ 

４９ （６） 
（６）－２－５＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ５ 
０ 理由２ 

５０ （６） 
（６）－２－６＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ６ 
０ 理由２ 

５１ （６） 
（６）－２－７＿基本仕様＿別紙２＿業

務フロー＿ｒ７ 
０ 理由２ 

５２ （６） 
（６）－３＿国家公務員等のＩＣカード

身分証に関する共通仕様－第０．４６版 
０ 理由２ 

５３ （６） 
（６）－３－１＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ１ 
０ 理由２ 

５４ （６） 
（６）－３－２＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ２ 
０ 理由２ 



 

15 

 

５５ （６） 
（６）－３－３＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ３ 
０ 理由２ 

５６ （６） 
（６）－３－４＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ４ 
０ 理由２ 

５７ （６） 
（６）－３－５＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ５ 
０ 理由２ 

５８ （６） 
（６）－３－６＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ６ 
０ 理由２ 

５９ （６） 
（６）－３－７＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ７ 
０ 理由２ 

６０ （６） 
（６）－３－８＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ８ 
０ 理由２ 

６１ （６） 
（６）－３－９＿国家公務員等のＩＣカ

ード身分証に関する共通仕様＿ｒ９ 
０ 理由２ 

６２ （６） 
（６）－３－１０＿国家公務員等のＩＣ

カード身分証に関する共通仕様＿ｒ１０ 
０ 理由２ 

６３ （６） 
（６）－３－１１＿国家公務員等のＩＣ

カード身分証に関する共通仕様＿ｒ１１ 
０ 理由２ 

６４ （６） 
（６）－３－１２＿国家公務員等のＩＣ

カード身分証に関する共通仕様＿ｒ１２ 
０ 理由２ 

６５ （６） 
（６）－３－１３＿国家公務員等のＩＣ

カード身分証に関する共通仕様＿ｒ１３ 
０ 理由２ 

６６ （６） 
（６）－３－１４＿国家公務員等のＩＣ

カード身分証に関する共通仕様＿ｒ１４ 
０ 理由２ 

６７ （６） 
（６）－３－１５＿国家公務員等のＩＣ

カード身分証に関する共通仕様＿ｒ１５ 
０ 理由２ 

６８ （７） 

（７）－１＿成果物受領書－Ｈ２６随意

契約一覧－個人番号カードアプリケーシ

ョン搭載システム設計 

１   

（注）理由１：本件文書について，作成及び取得しておらず保有していないた

め（不存在） 

理由２：５条４号，５号 

国家公務員身分証のセキュリティに関する情報が記載されて

おり，公にすることにより，特定の建造物又はシステムへの不

法な侵入，破壊を招くおそれがあるため不開示とした。また，

検討中の情報を公にすることにより，率直な意見の交換を妨げ，
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国民の誤解や憶測を招き，不当に国民の間に混乱を生じさせる

おそれがあるため不開示とした。 

 

 




